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【様式】 
１ 第三種郵便物差出票 
２ 料金後納承認請求書 
３ 削除 
４ 削除 
５ 削除 
６ 担保免除申出書 
７ 後納郵便物等差出票 
８ 後納郵便物等差出票（他店差出し） 
９ 後納郵便物等他店差出承認請求書 
１０ 後納郵便物等他店差出承認（ ）の追加承認請求書 
１１ 後納郵便物等差出人（ ）変更届 
１２ 後納郵便物等他店差出承認支店等の（ ）変更届 
１３ 後納郵便物等差出廃止届 
１４ 後納郵便物等他店差出承認（ ）の差出廃止届 
１５ 計器別納取扱承認請求書 
１６ 複数の料金計器を所持する者の計器別納取扱承認請求書 
１７ 計器別納取扱承認に係る料金計器の追加承認請求書 
１８ 計器別納特例承認請求書 
１９ 計器別納特例承認に係る料金計器の追加承認請求書 
２０ 事業所名表示確認請求書 
２１ 郵便料金等表示額記録簿 
２２ 料金計器計示額報告書 
２３ 計器別納予納金額変更届 
２４ 計器他店差出承認請求書 
２５ 計器他店差出承認請求書（臨時差出し） 
２６ 計器他店差出承認に係る事業所の追加承認請求書 
２７ 計器他店差出承認に係る支店等の追加届 
２８ 計器別納郵便物等差出人（ ）変更届 
２９ 計器別納承認に係る支店等の（ ）変更届 
３０ 計器別納郵便物等差出廃止届 
３１ 計器別納特例承認に係る計器別納郵便物等差出廃止届 
３２ 一部の料金計器による計器別納郵便物等差出廃止届 
３３ 計器別納特例承認に係る一部の料金計器による計器別納郵便物等差出廃止届 
３４ 受取人払郵便物等に係る料金等の料金計器別納承認請求書 
３５ 料金受取人払承認請求書 
３６ 受取人払郵便物等受取人（ ）変更届 
３７ 転居届 
３８ 新特急郵便物差出届 
３９ 新特急郵便物差出人（ ）変更届 
４０ 郵便送達報告書用紙 
４１ 郵便送達報告書用紙 
４２ 配達地域指定年賀特別郵便物差出票 
４３ 巡回郵便利用承認請求書 
４４ 巡回郵便（ ）届 
４４の２ 特定期間引受配達地域指定郵便物差出票 
４５ 第三種郵便物承認請求書 
４６ 第三種郵便物（ ）変更承認請求書 
４７ 第三種郵便物（ ）届 
４８ 第三種郵便物定期調査の実施変更申出書 



４９ 定期刊行物の発行部数及び発売状況報告書 
５０ 通信教育用郵便物利用（ ）届 
５１ 特定録音物等郵便物発受施設指定請求書 
５２ 特定録音物等郵便物（ ）届 
５３ 学術刊行物指定請求書 
５４ 学術刊行物の指定に係る（ ）変更承認請求書 
５５ 学術刊行物郵便物（ ）届 
５６ 学術刊行物郵便物差出届 
５７ 学術刊行物郵便物（ ）届 
５８ 私設郵便差出箱設置承認請求書 
５９ 私設郵便差出箱（ ）変更承認請求書 
６０ 私設郵便差出箱設置者（ ）変更届 
６１ 私設郵便差出箱廃止届 
６２ 郵便私書箱使用承認請求書 
６３ 郵便私書箱使用者（ ）変更届 
６４ 郵便私書箱使用廃止届 
６５ 配達地域指定郵便物差出票 
６６ 郵便区内特別郵便物差出届 
６７ 広告郵便物承認請求書 
６８ 総合計額を割引する郵便物の取扱いに係る承認請求書 
６９ 総合計額を割引する郵便物の取扱いに係る（ ）変更届 
７０ 低料第三種郵便物差出承認請求書 
７１ 低料第三種郵便物差出人（ ）変更届 
７２ 低料第三種郵便物（ ）変更届 
７３ 低料第三種郵便物差出廃止届 
７４ 寄附金を内容とする郵便物の料金免除承認請求書 
 
 



様式１ 第三種郵便物差出票（内国郵便約款第３１条第３項関係） 
 

第三種郵便物差出票 
 
                                     平成  年  月  日 

 
                                 住所又は居所 
                             差出人 
                                 氏    名 
 
１ 題 号 

 
２ 逐号番号 

 
３ 発行年月日 

 
４ 定期刊行物提出店名 

 
５ 差し出そうとする数量 

 
備 考 
 １ 差し出そうとする定期刊行物が内国郵便約款第３０条第２項(2)又は(3)の規定による記載のあるものであ
るときは、逐号番号欄に斜線を引いていただきます。 
２ 定期刊行物提出店が郵便局等の場合であって、その郵便局等を管轄する郵便事業株式会社の支店名が判明

しているときは、定期刊行物提出店名欄にその支店の名称を付記していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式２ 料金後納承認請求書（内国郵便約款第５０条第２項関係） 
 

料金後納承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 

支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 料金後納の承認を受けたいので、請求します。 
 
 １ 希望する差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
  ※ 複数の事業所での差出しを希望される場合には、この請求書とともに「後納郵便物等他店差出承認請

求書」を併せて提出していただきます。 
 
２ １か月の差出予定回数 

 
３ 後納料金等の支払方法 

(1) 口座振替払（請求者指定の金融機関預貯金口座からの振替払） 
(2) 銀行振込（郵便事業株式会社の指定預金口座への送金による支払）（※送金手数料は請求者負担） 
(3) ゆうちょ銀行窓口払 

 
４ １か月の差出予定通（個）数及び料金等の概算額 

 

郵便物等の種類 特殊取扱

等の種類 
差出予定 
通（個）数 料金等概算額 摘 要 

     
     
     
     
合    計     

 
５ 連絡先 

(1) 連絡部署 
 

(2) 担当者名 
 

(3) 電話番号 
 
備 考 
 １ この請求書は、郵便物等の差出しを希望される事業所（その事業所に併設する事業所を含みます。）に提出

していただきます。 
２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
３ 希望する差出事業所欄には、後納郵便物等の差出しを希望される支店名又は郵便局名（１箇所に限ります。）

を記入していただきます。 
４ 後納料金等の支払方法欄には、希望の番号に○印を付けていただきます。 
５ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
６ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
７ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



８ この請求書に、本人等確認書類を添えていただきます。 
９ 支払うべき料金等（延滞利息を除きます。）について支払期限日を経過してもなお支払がない場合には、支

払期限日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年１４．５パーセントの割合（閏年の日を含む期

間についても、３６５日当たりの割合とします。）で計算して得た額を延滞利息として支払っていただきま

す。 



様式３ 削除 



様式４ 削除 



様式５ 削除 



様式６ 担保免除申出書（内国郵便約款第５３条第１項等関係） 
 

担保免除申出書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 

支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             申出人 
                                 氏    名        ○印 
 
申出人は、申出人の属する法人（   ）が、下記の後納の承認に係る料金を３年以上継続して支払期限ま

でに支払ったことにより、現に担保の免除を受けているため、担保の免除を申し出ます。 
なお、本申出に係る担保の免除又は下記の後納の承認に係る担保の免除の一方が取り消されたときは、他方

も取り消されることになることは承知しており、この場合には、それぞれの承認を受けた者が直ちに所要の担

保を提供します。 
 

記 
 
 １ 後納承認を受けている者   住所又は居所 
                 氏    名 
                 担当者（連絡先） 
 
 ２ 承認店名 
 
 ３ 承認番号 
 
 ４ 後納の種類 
  

 
確認店使用欄 
  
 １ 後納承認年月日                  平成   年   月   日 
 
 ２ 担保免除年月日                  平成   年   月   日 
 
 ３ 後納承認を受けているお客様への説明・確認 

お客様氏名／説明年月日              お客様氏名          
平成   年   月   日 

 
 ４ 確認者（担当支店・役職・氏名）               支店      課 
                            （役職・氏名）      ○印 
 

  
備 考 
１ 申出人欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ 「申出人の属する法人（   ）」の（   ）内には、申出人が属する法人内で、後納承認を受け、かつ、

担保免除を受けている部署名等を記入していただきます。ただし、その法人自らが後納承認を受け、かつ、

担保免除を受けている場合は、記入は要しません。 
３ 記１から４については、次により記入していただきます。 

(1) 記１の「担当者（連絡先）」については、後納承認を受け、かつ、担保免除を受けている部署において、
その後納に係る郵便料金等の支払等を担当されている方の氏名及び連絡先を記入していただきます。また、

申出人が属する法人自らが後納承認を受け、かつ、担保免除を受けている場合も、その後納に係る郵便料



金等の支払等を担当されている方の氏名及び連絡先を記入していただきます。 
(2) 「承認店名」及び「承認番号」については、記１に記入した者が現に後納を受けている支店名及びその
支店において定めたその者の後納に係る承認番号を記入していただきます。 

(3) 「後納の種類」については、「料金後納」「料金受取人払」等、記１に記入した者が現に後納の承認を受
けているものを記入していただきます。 

４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ この申出書に、登記簿謄本その他の申出人が属する法人が法人であることを証明することができる書類を

添付していただきます。 



様式７ 後納郵便物等差出票（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後 納 郵 便 物 等 差 出 票 
 

         
                     差出人氏名                 ○印 

 お客様番号 □□□□□□□□□□-□□□□□□  
                         □□□□□□□□□□-□□□□□□  

    
郵便物等 
の種類 

特殊取扱 
等の種類 重量・サイズ別 地帯等 通（個）数 

１通（個）

の料金等 合計料金等 摘 要

  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
合 計          

 
備 考 
 １ 差出人氏名欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ２ お客様番号欄には、ゆうびんビズカードを提示できない場合に限り、同カードの表面に記載されている３

２けたの番号を記入していただきます。 
 ３ 「重量・サイズ別」欄には、料金等収納上の単位（「ｇ以内」又は「サイズ以内」）を記入していただきま

す。 
 ４ 「地帯等」欄には、ゆうパック、点字ゆうパック（重量が３キログラムを超えるものに限ります。）、空港

ゆうパック、ゴルフゆうパック、スキーゆうパック（以下この様式において「ゆうパック等」といいます。）

又は特別運賃が適用されるゆうメールについては、運賃の区別（ゆうパック等については地帯の区分（同一

の都道府県内あてのものを含みます。）、特別運賃が適用されるゆうメールについては区内、県内、県外、指

定地域、その他の区分）を記入していただきます。 
５ 「通（個）数」、「１通（個）の料金等」及び「合計料金等」欄の単位を区別する縦線は、適宜、増減して

も差し支えありません。 
 ６ 「摘要」欄には、次に掲げる区別に従い記入していただきます。 
    

区 別 記入事項 
１ 郵便区内特別郵便物 「区内特別」の文字 
２ 割引運賃が適用されるゆうパック等 「持込」、「あて先」又は「複数」の文字 

付  

日 印 



３ 特別運賃が適用されるゆうパック等 特別運賃の種類（運賃表の区別がある場合にあって

はその区別を含みます。） 
４ 特別運賃が適用されるポスパケット 特別運賃の種類 
５ 特別運賃が適用されるゆうメール 特別運賃の種類 

 
 ７ この用紙の大きさ及び紙質は、適宜とします。 
 
 



様式８ 後納郵便物等差出票（他店差出し）（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後納郵便物等差出票（他店差出し） 
差 出 人 氏 名                 ○印  
支 店 等 の 名 称                 ○印  
後納承認店名（後納お取引支店）              
お 客 様 番 号 □□□□□□□□□□-□□□□□□  

□□□□□□□□□□-□□□□□□  
 

郵便物等 
の種類 

特殊取扱 
等の種類 重量・サイズ別 地帯等 通（個）数 

１通（個）

の料金等 合計料金等 摘 要

  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
  以内        
合 計          

 
備 考 
 １ 差出人氏名欄には、内国郵便約款第５４条の（注１）の３の規定による請求を行った者が、署名し、又は

記名押印していただきます（その者が法人のときは、その名称を記入し、その法人に属する支店等が差出し

を行う場合は、この欄に印章を押すことを要しません。）。 
 ２ お客様番号欄には、ゆうびんビズカードを提示できない場合に限り、同カードの表面に記載されている３

２けたの番号を記入していただきます。 
 ３ 「重量・サイズ別」欄には、料金等収納上の単位（「ｇ以内」又は「サイズ以内」）を記入していただきま

す。 
 ４ 「地帯等」欄には、ゆうパック、点字ゆうパック（重量が３キログラムを超えるものに限ります。）、空港

ゆうパック、ゴルフゆうパック、スキーゆうパック（以下この様式において「ゆうパック等」といいます。）

又は特別運賃が適用されるゆうメールについては、運賃の区別（ゆうパック等については地帯の区分（同一

の都道府県内あてのものを含みます。）、特別運賃が適用されるゆうメールについては区内、県内、県外、指

定地域、その他の区分）を記入していただきます。 
 ５ 「通（個）数」、「１通（個）の料金等」及び「合計料金等」欄の単位を区別する縦線は、適宜、増減して

も差し支えありません。 
 ６ 「摘要」欄には、次に掲げる区別に従い記入していただきます。 
    

区 別 記入事項 

日 
付 

印 



１ 郵便区内特別郵便物 「区内特別」の文字 
２ 割引運賃が適用されるゆうパック等 「持込」、「あて先」又は「複数」の文字 
３ 特別運賃が適用されるゆうパック等 特別運賃の種類（運賃表の区別がある場合にあって

はその区別を含みます。） 
４ 特別運賃が適用されるポスパケット 特別運賃の種類 
５ 特別運賃が適用されるゆうメール 特別運賃の種類 

 
７ この用紙の大きさ及び紙質は、適宜とします。 



様式９ 後納郵便物等他店差出承認請求書（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後納郵便物等他店差出承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 後納郵便物等を次の事業所に差し出すことの承認を受けたいので、別紙の書類を添えて、請求します。 
 
１ 差出事業所名 別紙のとおり。 

 
２ 差出事業所ごとの１か月の差出予定回数、差出予定通（個）数及び料金等の概算額 別紙のとおり。 

 
３ 差出開始予定年月日 

 
４ １か月の差出予定通（個）数及び料金等の概算額 

 
備 考 
１ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ 別紙は、差出事業所ごとに作成していただきます。 
３ １か月の差出予定通（個）数及び料金の概算額は、別紙に記入した通（個）数等を合計したものとしてい

ただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 
６ 請求者が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの請求書に記入された本店、支店等がその

法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 



様式９ 後納郵便物等他店差出承認請求書・別紙（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 
別 紙 
 
１ 請求者の氏名 

 
２ 差出事業所名 

 
３ 支店等の名称及び所在地 

 
４ １か月の差出予定回数 

 
５ １か月の差出予定通（個）数及び料金等の概算額 

 
郵便物等の種類 特殊取扱等の種類 差出予定通(個)数 料金等概算額 摘 要 

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
合  計     

  
備 考 
１ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する支店等が郵便物等を差し出す

場合に記入していただきます。 
２ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
３ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式１０ 後納郵便物等他店差出承認（   ）の追加承認請求書（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後納郵便物等他店差出承認（   ）の追加承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 後納郵便物等他店差出承認（   ）を追加することの承認を受けたいので、請求します。 
 
１ 差出事業所名 

 
２ 支店等の名称及び所在地 

 
３ １か月の差出予定回数 

 
４ １か月の差出予定通（個）数及び料金等の概算額 

 
郵便物等の種類 特殊取扱等の種類 差出予定通(個)数 料金等概算額 摘 要 

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
合  計     

  
備 考 
１ 括弧内には、請求書の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 事業所の追加承認請求書 「事業所」の文字 
(2) 支店等の追加承認請求書 「支店等」の文字 
２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
３ 差出事業所名欄には、請求書の区別に従い、次の事項を記入していただきます。 

(1) 事業所の追加承認請求書 追加しようとする事業所名 
(2) 支店等の追加承認請求書 追加しようとする支店等が差出しを行う事業所名 
４ 支店等の名称及び所在地欄には、請求書の区別に従い、次の事項を記入していただきます。 

(1) 事業所の追加承認請求書 追加しようとする事業所に差出しを行う支店等の名称及び所在地 
(2) 支店等の追加承認請求書 追加しようとする支店等の名称及び所在地 



５ １か月の差出予定回数欄には、請求書の区別を従い、次の事項を記入していただきます。 
(1) 事業所の追加承認請求書 追加しようとする事業所への１か月の差出予定回数 
(2) 支店等の追加承認請求書 追加しようとする支店等の１か月の差出予定回数 
６ １か月の差出予定通（個）数及び料金等の概算額欄には、請求書の区別に従い、次の事項を記入していた

だきます。 
(1) 事業所の追加承認請求書 追加しようとする事業所への１か月の差出予定通（個）数及び料金等の概算
額 

(2) 支店等の追加承認請求書 追加しようとする支店等の１か月の差出予定通（個）数及び料金等の概算額 
７ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
８ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
９ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
10 この請求書は、正副２通を提出していただきます。 
11 請求者が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの請求書に記入された本店、支店等がその
法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 



様式１１ 後納郵便物等差出人（   ）変更届（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後納郵便物等差出人（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 後納郵便物等差出人の（   ）を変更したので、届け出ます。 
 
１ 変更年月日 

 
２ 変更の内容 

 
備 考 
１ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
(2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 
２ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。この場合において、連絡先

の変更が生じた場合は、変更前のものと変更後のものとを併せて記入していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
４ この変更届に、本人等確認書類を添えていただきます。 



様式１２ 後納郵便物等他店差出承認支店等の（   ）変更届（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後納郵便物等他店差出承認支店等の（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 後納郵便物等他店差出承認を受けた支店等の（   ）を変更するので、届け出ます。 
 
１ 差出事業所名 

 
２ 変更予定年月日 

 
３ 変更の内容 

 
備 考 
１ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 支店等の差出事業所変更届 「差出事業所」の文字 
(2) 支店等の名称変更届 「名称」の文字 
(3) 支店等の所在地変更届 「所在地」の文字 
２ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式１３ 後納郵便物等差出廃止届（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後納郵便物等差出廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 料金後納の取扱いを受ける必要がなくなったので、届け出ます。 
 また、交付を受けたすべてのゆうびんビズカードについては、下記のとおり返却いたします。 
 

記 
 
 ゆうびんビズカード       枚 
 
備 考 
この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式１４ 後納郵便物等他店差出承認（   ）の差出廃止届（内国郵便約款第５４条第１項関係） 
 

後納郵便物等他店差出承認（   ）の差出廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 後納郵便物等他店差出承認を受けた次の（   ）については、料金後納の取扱いを受ける必要がなくなっ

たので、届け出ます。 
 また、交付を受けたゆうびんビズカードは、下記のとおり返却します。 
 

記 
 
１ 差出事業所名 

 
２ 支店等の名称及び所在地 

 
３ ゆうびんビズカード       枚 

 
備 考 
１ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 差出事業所への差出廃止届 「事業所」の文字 
(2) 支店等の差出廃止届 「支店等」の文字 
２ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式１５ 計器別納取扱承認請求書（内国郵便約款第５５条第２項関係） 
 

計器別納取扱承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 計器別納取扱承認を受けたいので、請求します。 
 
 １ 印影に表示される事業所 
 
  ※ 印影に表示される事業所以外の事業所での差出しを希望される場合には、この請求書とともに「計器

他店差出承認請求書」を併せて提出していただきます。 
 
２ 料金計器の名称及び番号 

 
３ １回の使用金額 

 
４ １か月の差出及び受取予定回数 
 
５ 郵便料金等の支払方法 

(1) 予納 
(2) 後納 
 ア 口座振替払（請求者指定の金融機関預貯金口座からの振替払） 
 イ 銀行振込（郵便事業株式会社の指定預金口座への送金による支払）（※送金手数料は請求者負担） 
 ウ ゆうちょ銀行窓口払 

 
６ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定

通（個）数（件数）並びに料金等の概算額 
 

郵便物等及び特殊取扱等の種類並び

に受取人払郵便物等の料金等の区別 
差出及び受取予定 
通（個）数（件数） 料金等概算額 摘 要 

    

    

    

    

 
 ７ 連絡先 
  (1) 連絡部署 
 
  (2) 担当者名 
 
  (3) 電話番号 
 



備 考 
１ この請求書は、使用する料金計器の印影表示店に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
３ 印影に表示される事業所欄には、計器別納郵便物等の差出しに使用する料金計器の印影に表示される事業

所名を記入していただきます。 
 ４ 郵便料金等の支払方法欄には、希望の番号等に○印を付けていただきます。 
５ 郵便区内特別郵便物及び配達地域指定郵便物については、一般の第一種郵便物と区別して記入していただ

きます。 
６ 受取人払郵便物等の料金等の区別については、受取人払郵便物等に係る料金等、着払ゆうパック等に係る

料金等及びその他の料金等に分けて記入していただきます。 
７ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
 ８ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
９ 郵便料金等の支払方法を後納とする場合は、この請求書に、本人等確認書類を添えていただきます。 
10 支払うべき料金等（延滞利息を除きます。）について支払期限日を経過してもなお支払がない場合には、
支払期限日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年１４．５パーセントの割合（閏年の日を含む

期間についても、３６５日当たりの割合とします。）で計算して得た額を延滞利息として支払っていただき

ます。 



様式１６ 複数の料金計器を所持する者の計器別納取扱承認請求書（内国郵便約款第５５条第２項関係） 
 

複数の料金計器を所持する者の計器別納取扱承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 複数の料金計器の計器別納取扱承認を受けたいので、別紙の書類を添えて、請求します。 
 
 １ 印影に表示される事業所 
 
２ 料金計器の名称及び番号 別紙のとおり。 

 
３ 表示される印影 別紙のとおり。 

 
４ 差出開始予定年月日 別紙のとおり。 

 
５ 後納料金等の支払方法 

(1) 口座振替払（請求者指定の金融機関預貯金口座からの振替払） 
(2) 銀行振込（郵便事業株式会社の指定預金口座への送金による支払）（※送金手数料は請求者負担） 
(3) ゆうちょ銀行窓口払 

 
６ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定

通（個）数（件数）並びに料金等の概算額 
 
７ 連絡先 

(1) 連絡部署 
 

(2) 担当者名 
 

(3) 電話番号 
 
備 考 
 １ この請求書は、計器別納取扱承認を受けようとする者が、同一の事業所（その事業所に併設する事業所を

含みます。）の名称を印影に表示する複数の料金計器を所持する場合に、使用する料金計器の印影表示店に

提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 印影に表示される事業所欄には、計器別納郵便物等の差出しに使用する料金計器の印影に表示される事業

所名を記入していただきます。 
 ４ 別紙は、料金計器ごとに作成していただきます。 
 ５ 後納料金等の支払方法欄には、希望の番号に○印を付けていただきます。 
 ６ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定通

（個）数（件数）並びに料金等の概算額は、別紙に記入した通（個）数等を合計したものとしていただきま

す。 
７ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
８ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 
９ 請求者が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの請求書に記入された本店、支店等がその

法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 
10 この請求書に、本人等確認書類を添えていただきます。 



11 支払うべき料金等（延滞利息を除きます。）について支払期限日を経過してもなお支払がない場合には、
支払期限日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年１４．５パーセントの割合（閏年の日を含む

期間についても、３６５日当たりの割合とします。）で計算して得た額を延滞利息として支払っていただき

ます。 



様式１６ 複数の料金計器を所持する者の計器別納取扱承認請求書・別紙（内国郵便約款第５５条第２項関係） 
 
別 紙 
 １ 請求者の氏名 
 
２ 料金計器の名称及び番号 

 
３ 表示される印影 

 
４ 支店等の名称及び所在地 

 
５ 差出開始予定年月日 

 
６ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定

通（個）数（件数）並びに料金等の概算額 
 

郵便物等及び特殊取扱等の種類並び

に受取人払郵便物等の料金等の区別 
差出及び受取予定 
通（個）数（件数） 料金等概算額 摘 要 

    

    

    

 
 
 

   

  
備 考 
 １ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
 ２ 表示される印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。 
 ３ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
４ 受取人払郵便物等の料金等の区別については、受取人払郵便物等に係る料金等、着払ゆうパック等に係る

料金等及びその他の料金等に分けて記入していただきます。 
 ５ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
６ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式１７ 計器別納取扱承認に係る料金計器の追加承認請求書（内国郵便約款第５５条第２項関係） 
 

計器別納取扱承認に係る料金計器の追加承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 郵便物等を料金計器別納とすることができる料金計器を追加することの承認を受けたいので、請求します。

 
 １ 印影に表示される事業所 
 
２ 料金計器の名称及び番号 

 
３ 表示される印影 

 
４ 支店等の名称及び所在地 

 
５ 差出開始予定年月日 

 
６ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定

通（個）数（件数）並びに料金等の概算額 
 

郵便物等及び特殊取扱等の種類並び

に受取人払郵便物等の料金等の区別 
差出及び受取予定 
通（個）数（件数） 料金等概算額 摘 要 

    

    

    

    

  
備 考 
 １ この請求書は、追加しようとする料金計器の印影表示店に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
４ 表示される印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。 
５ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
 ６ 受取人払郵便物等の料金等の区別については、受取人払郵便物等に係る料金等、着払ゆうパック等に係る

料金等及びその他の料金等に分けて記入していただきます。 
 ７ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
８ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



９ 請求者が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの請求書に記入された本店、支店等がその

法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 



様式１８ 計器別納特例承認請求書（内国郵便約款第５５条第２項関係） 
 

計器別納特例承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 計器別納特例承認を受けたいので、別紙の書類を添えて、請求します。 
 
１ 料金計器の名称及び番号 別紙のとおり。 

 
２ 料金計器の印影に表示される事業所名 別紙のとおり。 

 
３ 表示される印影 別紙のとおり。 

 
４ 差出開始予定年月日 別紙のとおり。 
 
５ 後納料金等の支払方法 

(1) 口座振替払（請求者指定の金融機関預貯金口座からの振替払） 
(2) 銀行振込（郵便事業株式会社の指定預金口座への送金による支払）（※送金手数料は請求者負担） 
(3) ゆうちょ銀行窓口払 

 
６ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定

通（個）数（件数）並びに料金等の概算額 
 
７ 連絡先 

(1) 連絡部署 
 

(2) 担当者名 
 

(3) 電話番号 
 
備 考 
 １ この請求書は、計器別納特例承認を受けようとする料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けよう

とする計器別納特例取扱店が管轄する事業所に限ります。）に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 別紙は、料金計器ごとに作成していただきます。 
 ４ 後納料金等の支払方法欄には、希望の番号に○印を付けていただきます。 
 ５ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定通

（個）数（件数）並びに料金等の概算額は、別紙に記入した通（個）数等を合計したものとしていただきま

す。 
６ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
７ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 
８ 請求者が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの請求書に記入された本店、支店等がその

法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 
９ 請求に係る料金計器が、この請求書を提出していただく事業所（その事業所に併設する事業所を含みま

す。）以外の事業所の名称を表示する料金計器である場合は、あらかじめその料金計器の印影に表示された

事業所の確認を受けたものであることを証明する書類を添付していただきます。 
10 この請求書に、本人等確認書類を添えていただきます。 



11 支払うべき料金等（延滞利息を除きます。）について支払期限日を経過してもなお支払がない場合には、
支払期限日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年１４．５パーセントの割合（閏年の日を含む

期間についても、３６５日当たりの割合とします。）で計算して得た額を延滞利息として支払っていただき

ます。 



様式１８ 計器別納特例承認請求書・別紙（内国郵便約款第５５条第２項関係） 
 
別 紙 
１ 請求者の氏名 

 
２ 料金計器の名称及び番号 

 
３ 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
４ 表示される印影 

 
５ 支店等の名称及び所在地 

 
６ 差出開始予定年月日 

 
７ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定

通（個）数（件数）並びに料金等の概算額 
 

郵便物等及び特殊取扱等の種類並び

に受取人払郵便物等の料金等の区別 
差出及び受取予定 
通（個）数（件数） 料金等概算額 摘 要 

    

    

    

    

  
備 考 
 １ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
 ２ 表示される印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。 
 ３ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
４ 受取人払郵便物等の料金等の区別については、受取人払郵便物等に係る料金等、着払ゆうパック等に係る

料金等及びその他の料金等に分けて記入していただきます。 
 ５ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
６ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式１９ 計器別納特例承認に係る料金計器の追加承認請求書（内国郵便約款第５５条第２項関係） 
 

計器別納特例承認に係る料金計器の追加承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 郵便物等を料金計器別納とすることができる料金計器を追加することの承認を受けたいので、請求します。

 
１ 料金計器の名称及び番号 

 
２ 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
３ 表示される印影 
 
４ 支店等の名称及び所在地 

 
５ 差出開始予定年月日 

 
６ １か月（受取人払郵便物等に係る料金等については、一の承認に係るものの全部）の差出及び受取予定

通（個）数（件数）並びに料金等の概算額 
 

郵便物等及び特殊取扱等の種類並び

に受取人払郵便物等の料金等の区別 
差出及び受取予定 
通（個）数（件数） 料金等概算額 摘 要 

    

    

    

    

  
備 考 
１ この請求書は、内国郵便約款第５５条（料金計器別納）の（注３）の６の規定により提示した料金計器の

印影表示店に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
４ 表示される印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。 
５ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
 ６ 受取人払郵便物等の料金等の区別については、受取人払郵便物等に係る料金等、着払ゆうパック等に係る

料金等及びその他の料金等に分けて記入していただきます。 
 ７ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 



８ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
９ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 
10 請求者が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの請求書に記入された本店、支店等がその
法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 

11 請求に係る料金計器が、この請求書を提出していただく事業所（その事業所に併設する事業所を含みま
す。）以外の事業所の名称を表示する料金計器である場合は、あらかじめその料金計器の印影に表示された

事業所の確認を受けたものであることを証明する書類を添付していただきます。 



様式２０ 事業所名表示確認請求書（内国郵便約款第５６条関係） 
 

事業所名表示確認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
 郵便局株式会社 
      郵便局長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名 
 
 料金計器が、印影を郵便物等に明瞭に表示することのできるものであることの確認を受けたいので、請求し

ます。 
 
１ 料金計器の名称及び番号 

 
２ 支店等の名称及び所在地 

 
３ 計器別納特例承認請求をしようとする事業所名 

 
４ 差出開始予定年月日 

 
（料金計器証紙はり付け欄） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
備 考 
１ 請求者欄には、計器別納特例承認請求又は計器別納特例承認に係る料金計器の追加承認請求を行おうとす

る者の氏名及び住所又は居所を記入していただきます。 
２ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
３ 差出開始予定年月日欄には、計器別納特例承認又は計器別納特例承認に係る料金計器の追加承認を受けて

計器別納郵便物等の差出しの開始を希望する予定年月日を記入していただきます。 
４ 料金計器証紙はり付け欄には、請求に係る料金計器の印影が表示された証紙を１枚はり付けていただきま

す。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
６ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 



様式２１ 郵便料金等表示額記録簿（内国郵便約款第５６条関係） 
 

郵便料金等表示額記録簿 
 

未 使 用 印 影 
月 日 表 示 額 

個 数 金   額 
摘 要 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

  
備 考 
 １ 「表示額」欄には、印影の表示のため料金計器に計示された表示郵便料金額の累計額を記入していただき

ます。 
   なお、特別運賃が適用される荷物に係る印影の表示額については、計器別納取扱承認店の指示するところ

により記入していただきます。 

 ２ 「未使用印影」欄には、誤表示その他やむを得ない事情により、料金等の支払のために使用しない印影と

して、事業所に提出したものの数及びこれに表された金額の合計額を記入していただきます。 
 ３ 内国郵便約款料金表第３表、第４表の第３又は第６表の第３の規定に基づき郵便料金の割引を受けた場合

にあっては、割引を受けた額を「摘要」欄に記入（その郵便物を内国郵便約款第５８条の（注１）の３の規

定に基づき他の事業所に差し出したときは、その差出事業所名を併記します。）していただきます。 
   なお、特別運賃が適用される荷物に係る「摘要」欄については、計器別納取扱承認店の指示するところに

より記入していただきます。 
 ４ この帳簿の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４以上とし、差出人において、適宜、記入欄を増減し、又は

事項を記入しても差し支えありません。 
 
 



様式２２ 料金計器計示額報告書（内国郵便約款第５６条関係） 
 

料金計器計示額報告書（    月分） 
    付                       提出年月日  平成  年  月  日 
日     印                      使用者氏名            ○印  
                                支店等の名称            ○印    

料 金 計器の  
略称及び番号                      

 料 金 計 器 計 示 額 摘      要 
前 回 表 示 額 (1) 円  
今 回 表 示 額 (2) 円  
計示額（ (1 )と (2 )の差額）  (A) 円  
未 使 用 印 影 の 個 数 ・ 金 額 (B) 円  
特 別 運 賃 の 差 額 (C) 円  
割 引 を 受 け た 金 額 (D) 円  
料金等の額（(A)－(B)－(C)－(D)） (E) 円  
承 認 使 用 金 額   (F) 円  

 今 回 予 納 金 額  ※(F) －（(F)－(E)） 円  
  
備 考 
 １ 標題括弧内は、料金後納とするものに限り、報告月を記入していただきます。 
 ２ 使用者氏名欄には、計器別納取扱承認又は計器別納特例承認を受けた者が、署名し、又は記名押印してい

ただきます（その者が法人のときは、その名称を記入し、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所持

する場合は、この欄に印章を押すことを要しません。）。 
 ３ 支店等の名称欄には、使用者が法人であって、その法人に属する本店、支店等がこの計示額報告書に係る

料金計器を所持している場合に記入していただきます。 
 ４ 「前回表示額」及び「今回表示額」欄には、次の区別により、記入していただきます。 
  (1) 料金を予納するもの 
   ア 「前回表示額」欄には、前回予納金を支払う際の表示額 
   イ 「今回表示額」欄には、この計示額報告書を提出する際の表示額 
  (2) 料金後納とするもの 
   ア 「前回表示額」欄には、前月末日における表示額 
   イ 「今回表示額」欄には、報告に係る月の末日における表示額。ただし、料金計器別納の取扱いを廃止

し、又は承認を取り消されたときには、この計示額報告書を提出する際の表示額 
 ５ ｢未使用印影の個数・金額」欄には、誤表示その他やむを得ない事情により、料金等の支払のために使用し

ない印影として､事業所に提出したものの個数及びこれに表された金額の合計額を記入していただきます。 
 ６ 誤表示その他やむを得ない事情により、料金等の支払のために使用しない印影として、未使用印影を事業

所に提出する場合にあっては、「料金計器計示額」欄には、「未使用印影の個数・金額」欄に、提出に係る未

使用印影の個数及びそれに表された金額の合計額のみを記入していただきます。 
 ７ 「特別運賃の差額」欄については、計器別納取扱承認店の指示するところにより記入していただきます。 
 ８ 「割引を受けた金額」欄には、内国郵便約款料金表第３表、第４表の第３又は第６表の第３の規定により

割引を受けた金額の合計額を記入していただきます。 
なお、特別運賃が適用される荷物に係る「割引を受けた金額」欄については、計器別納取扱承認店の指示

するところにより記入していただきます。 
 ９ ７及び８の場合にあって、郵便物等を内国郵便約款第５８条の（注１）の３の規定に基づき他の事業所に

差し出したときは、「摘要」欄に、その差出事業所名及びその事業所において特別運賃の差額又は割引を受

けた金額を記入していただきます。 
 10 「承認使用金額」及び「今回予納金額」欄には、料金を予納とするものに限り設けることとし、「今回予
納金額」欄には記入しないでください。 

 11 この用紙は、日本工業規格Ａ５とします。 



様式２３ 計器別納予納金額変更届（内国郵便約款第５７条第１項関係） 
 

計器別納予納金額変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 料金計器別納の予納金額を変更したいので、届け出ます。 
 
１ 料金計器の名称及び番号 

 
２ 変更の内容 

 
備 考 
１ この届出書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店に提出していただきます。 
 ２ 変更の内容欄には、変更前の予納金額と変更後の予納金額とを記入していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式２４ 計器他店差出承認請求書（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

計器他店差出承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 計器別納郵便物等を次の事業所に差し出すことの承認を受けたいので、請求します。 
 
 １ 差出事業所名 別紙のとおり。 
 
２ 料金計器の名称及び番号 別紙のとおり。 

 
３ 料金計器の印影に表示される事業所名 別紙のとおり。 

 
４ 使用する印影 別紙のとおり。 

 
５ 差出開始予定年月日 別紙のとおり。 

 
６ １か月の差出予定回数 別紙のとおり。 

 
７ １か月の差出予定通（個）数及び概算額 別紙のとおり。 

 
備 考 
 １ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 別紙は、料金計器ごとに作成していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 



様式２４ 計器他店差出承認請求書・別紙（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 
別 紙 
１ 請求者の氏名 

 
２ 差出事業所名 

 
３ 料金計器の名称及び番号 

 
４ 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
５ 支店等の名称及び所在地 

 
６ 使用する印影 

 
７ 差出開始予定年月日 

 
８ １か月の差出予定回数 

 
９ １か月の差出予定通（個）数及び概算額 

 
郵便物等の種類 特殊取扱等の種類 差出予定通（個）数 料金等概算額 摘 要 

     

     

     

     

  
備 考 
 １ 差出事業所名欄には、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあ

っては、特例承認表示店）以外の事業所の名称を記入していただきます。 
２ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
 ３ 使用する印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。  
４ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
５ １か月の差出予定回数欄には、１か月の差出予定回数を記入していただきます。 
６ １か月の差出予定通（個）数及び概算額欄には、計器別納郵便物等の差出予定通（個）数及び料金の概算

額を記入していただきます。 
 ７ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
８ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式２５ 計器他店差出承認請求書（臨時差出し）（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

計器他店差出承認請求書（臨時差出し） 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 計器別納郵便物等を下記により臨時に差し出すことの承認を受けたいので、請求します。 
 
１ 支店等の名称及び所在地 

 
２ 料金計器の名称及び番号 

 
３ 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
４ 使用する印影 

 
差 出 
事業所 

差 出 
年月日 

郵便物等 
の種類 

特殊取扱等 
の 種 類 

差出予定 
通（個）数 料金等概算額 摘 要 

       

       

       

合 計       

  
備 考 
 １ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
３ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
４ 使用する印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。 
５ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
６ ２以上の事業所に差し出す郵便物等について、同一の請求書で承認請求をするときは、差出事業所ごとに

区別して記入していただきます。 
７ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
８ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
９ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 



様式２６ 計器他店差出承認に係る事業所の追加承認請求書（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

計器他店差出承認に係る事業所の追加承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 計器別納他店差出承認に係る事業所を追加することの承認を受けたいので、請求します。 
 
１ 差出事業所名 別紙のとおり。 

 
２ 料金計器の名称及び番号 別紙のとおり。 

 
３ 料金計器の印影に表示される事業所名 別紙のとおり。 

 
４ 使用する印影 別紙のとおり。 

 
５ 差出開始予定年月日 別紙のとおり。 

 
６ １か月の差出予定回数 別紙のとおり。 

 
７ １か月の差出予定通（個）数及び概算額 別紙のとおり。 

 
備 考 
 １ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 別紙は、料金計器ごとに作成していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 
６ 請求者が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの請求書に記入された本店、支店等がその

法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 
 



様式２６ 計器他店差出承認に係る事業所の追加承認請求書・別紙（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 
別 紙 
１ 請求者の氏名 

 
２ 差出事業所名 

 
３ 料金計器の名称及び番号 

 
４ 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
５ 支店等の名称及び所在地 

 
６ 使用する印影 

 
７ 差出開始予定年月日 

 
８ １か月の差出予定回数 

 
９ １か月の差出予定通（個）数及び概算額 

 
郵便物等の種類 特殊取扱等の種類 差出予定通（個）数 料金等概算額 摘 要 

     

     

     

     

  
備 考 
 １ 差出事業所名欄には、追加しようとする事業所名を記入していただきます。 
２ 支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器を所

持する場合に記入していただきます。 
 ３ 使用する印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。 
４ 郵便区内特別郵便物又は配達地域指定郵便物については、「摘要」欄に「区内特別」又は「配達地域指定」

と記入していただきます。 
５ １か月の差出予定回数欄には、１か月の差出予定回数を記入していただきます。 
６ １か月の差出予定通（個）数及び概算額欄には、計器別納郵便物等の差出予定通（個）数及び料金等の概

算額を記入していただきます。 
 ７ 請求者において、適宜、記入欄を増減し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
８ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式２７ 計器他店差出承認に係る支店等の追加届（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

計器他店差出承認に係る支店等の追加届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 次の支店等を料金計器を所持する支店等として追加するので、届け出ます。 
 
１ 料金計器の名称及び番号 

 
２ 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
３ 追加予定年月日 

 
４ 追加の内容 

 
備 考 
１ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
 ２ 追加の内容欄には、料金計器を追加前に所持していた支店等と追加後に料金計器を所持する本店、支店等

の名称及び所在地を記入していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
４ 届出人が法人であるときは、その法人の登記簿謄本その他のこの届出書に記入された本店、支店等がその

法人に属することを証明することができる書類を添付していただきます。 
 



様式２８ 計器別納郵便物等差出人（   ）変更届（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

計器別納郵便物等差出人（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 計器別納郵便物等差出人の（   ）を変更したので、届け出ます。 
 
１ 変更年月日 

 
２ 変更の内容 

 
３ 届出人が所持する料金計器 
 

料金計器の名称及び番号 料金計器の印影に表示される事業所名 
 
 

 

 
 

 

 
 

 

  
備 考 
１ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
  (2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 
３ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
４ 届出人が所持する料金計器欄には、計器別納取扱承認又は計器別納特例承認に係る料金計器の名称及び番

号をすべて記入していただきます。 
  なお、届出人において、適宜、記入欄を増減しても差し支えありません。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式２９ 計器別納承認に係る支店等の（   ）変更届（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

計器別納承認に係る支店等の（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 計器別納承認を受けた支店等の（   ）を変更するので、届け出ます。 
 
１ 変更予定年月日 

 
２ 変更の内容 

 
３ 支店等が所持する料金計器 

 
料金計器の名称及び番号 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

  
備 考 
１ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 支店等の名称変更届 「名称」の文字 
  (2) 支店等の所在地変更届 「所在地」の文字 
３ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
４ 支店等が所持する料金計器欄には、変更しようとする届出人に属する本店、支店等が所持する料金計器を

すべて記入していただきます。 
  なお、届出人において、適宜、記入欄を増減しても差し支えありません。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式３０ 計器別納郵便物等差出廃止届（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

計器別納郵便物等差出廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 料金計器別納の取扱いを受ける必要がなくなったので、届け出ます。 
 また、交付を受けたすべてのゆうびんビズカードについては、下記のとおり返却いたします。 
 

記 
 
 １ 料金計器の名称及び番号 
 
 ２ ゆうびんビズカード       枚 
 
備 考 
１ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
２ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
３ 届出の際は、料金計器計示額報告書を併せて提出していただきます。 



様式３１ 計器別納特例承認に係る計器別納郵便物等差出廃止届（内国郵便約款第５８条第１項関係） 

 
計器別納特例承認に係る計器別納郵便物等差出廃止届 

 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 計器別納特例承認に係る料金計器別納の取扱いを受ける必要がなくなったので、届け出ます。 
 

料金計器の名称及び番号 印影に表示される事業所名 支店等の名称及び所在地 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

  
 また、交付を受けたすべてのゆうびんビズカードについては、下記のとおり返却いたします。 
 

記 
 
ゆうびんビズカード       枚 
 

備 考 
 １ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
２ 記入欄には、その計器別納特例承認に係るすべてについて記入していただきます。 
３ 「支店等の名称及び所在地」欄には、届出人が法人であって、その法人に属する支店等が料金計器を所持

する場合に記入していただきます。 
４ 届出人において、適宜、記入欄を増減し又は別紙に記載し添付しても差し支えありません。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
６ 届出の際は、料金計器計示額報告書を併せて提出していただきます。 



様式３２ 一部の料金計器による計器別納郵便物等差出廃止届（内国郵便約款第５８条第１項関係） 
 

一部の料金計器による計器別納郵便物等差出廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 計器別納取扱承認に係る料金計器のうち、次の料金計器について料金計器別納の取扱いを受ける必要がなく

なったので、届け出ます。 
 

料金計器の名称及び番号 印影に表示される事業所名 支店等の名称及び所在地 
 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

  
 また、交付を受けたゆうびんビズカードについては、下記のとおり返却いたします。 
 

記 
 
ゆうびんビズカード       枚 
 

備 考 
 １ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
２ 「支店等の名称及び所在地」欄には、届出人が法人であって、その法人に属する本店、支店等が料金計器

を所持する場合に記入していただきます。 
３ 届出人において、適宜、記入欄を増減し又は別紙に記載し添付しても差し支えありません。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ 届出の際は、料金計器計示額報告書を併せて提出していただきます。 



様式３３ 計器別納特例承認に係る一部の料金計器による計器別納郵便物等差出廃止届（内国郵便約款第５８条

第１項関係） 
 

計器別納特例承認に係る一部の料金計器による計器別納郵便物等差出廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 計器別納特例承認に係る料金計器のうち、次の料金計器について料金計器別納の取扱いを受ける必要がなく

なったので、届け出ます。 
 

料金計器の名称及び番号 印影に表示される事業所名 支店等の名称及び所在地 
 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

  
 また、交付を受けたゆうびんビズカードについては、下記のとおり返却いたします。 
 

記 
 
ゆうびんビズカード       枚 
 

備 考 
 １ この請求書は、計器別納取扱承認に係る料金計器の印影表示店（計器別納特例承認を受けた者にあっては、

計器提示店）に提出していただきます。 
２ 「支店等の名称及び所在地」欄には、届出人が法人であって、その法人に属する支店等が料金計器を所持

する場合に記入していただきます。 
３ 届出人において、適宜、記入欄を増減し又は別紙に記載し添付しても差し支えありません。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ 届出の際は、料金計器計示額報告書を併せて提出していただきます。 



様式３４ 受取人払郵便物等に係る料金等の料金計器別納承認請求書（内国郵便約款第５９条第１項関係） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

受取人払郵便物等に係る料金等の料金計器別納承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 配達事業所に支払うべき料金等を料金計器別納として貴店に支払うことの承認を受けたいので、請求します。

 
１ 配達事業所名 

 
２ 受取人払郵便物等又は着払ゆうパック等の配達を受ける支店等の名称及び所在地 

 
３ 料金計器の名称及び番号 

 
４ 料金計器の印影に表示される事業所名 

 
５ 使用する印影 

 
６ 支払開始予定年月日 

 
７ １か月の支払予定件数及び概算額 

 
備 考 
１ この請求書は、受取人払郵便物等の料金等の支払に使用する料金計器の印影表示店に提出していただきま

す。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
３ 受取人払郵便物等又は着払ゆうパック等の配達を受ける支店等の名称及び所在地欄には、請求者が法人で

あって、その法人の属する本店、支店等が受取人払郵便物等又は着払ゆうパック等の配達を受ける場合に記

入していただきます。 
４ 使用する印影欄には、請求に係る料金計器の印影を表示した証紙を１枚はり付けていただきます。 
５ １か月の支払予定件数及び概算額欄には、料金等を併せて記入していただきます。 
６ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
７ この請求書は、正副２通を提出していただきます。 

第７号 
4,000円 
または 
第１号の４ 



様式３５ 料金受取人払承認請求書（内国郵便約款第６２条第３項関係） 
 

料金受取人払承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 料金受取人払の承認を受けたいので、見本を添えて、請求します。 
 
１ 封筒、郵便葉書又は用紙の枚数 

 
２ 差出有効期間 

 
３ 料金等の支払方法 

(1) 郵便物等配達の際、郵便切手又は現金で支払 
(2) 郵便物等配達の際、料金計器別納 
(3) 後納 
ア 口座振替払（請求者指定の金融機関預貯金口座からの振替払） 
 イ 銀行振込（郵便事業株式会社の指定預金口座への送金による支払）（※送金手数料は請求者負担） 
 ウ ゆうちょ銀行窓口払 

 
４ 料金受取人払に係る料金等の概算額 

 
５ 料金受取人払の取扱いをする郵便物等の種類 

 
６ 料金受取人払の郵便物等を特殊取扱等とする場合のその種類 

 
７ 料金受取人払制度利用の目的 

 
８ 封筒、郵便葉書又は用紙の配布方法 

 
９ 郵便私書箱の使用場所 
 
10 連絡先 

(1) 連絡部署 
 

(2) 担当者名 
 

(3) 電話番号 
 
備 考 
１ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ 料金等の支払方法欄には、希望の番号等に○印を付けていただきます。 
３ 料金受取人払に係る料金等の概算額欄には、料金受取人払の承認に係る数量のもの全部が料金受取人払と

する郵便物等として差し出されたものとしたときの郵便物等の料金等及び特殊取扱等の料金並びに手数料

の合計額を記入していただきます。 
４ 郵便私書箱の使用場所欄には、受け取るべき郵便物等のあて名に郵便私書箱番号を肩書する場合にその郵

便私書箱が設置されている事業所名を記入していただきます。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



６ 請求の際は、その請求に係る封筒、郵便葉書又は受取人においてあらかじめ印刷した見本で、内国郵便約

款別記７に規定する例にならって作成したもの（承認番号の表示を除きます。）を併せて提出していただき

ます。 
７ 料金等の支払方法を後納とする場合は、この請求書に、本人等確認書類を添えていただきます。 
８ 支払うべき料金等（延滞利息を除きます。）について支払期限日を経過してもなお支払がない場合には、支

払期限日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年１４．５パーセントの割合（閏年の日を含む期

間についても、３６５日当たりの割合とします。）で計算して得た額を延滞利息として支払っていただきま

す。 



様式３６ 受取人払郵便物等受取人（   ）変更届（内国郵便約款第６２条第３項関係） 
 

受取人払郵便物等受取人（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 受取人払郵便物等の受取人の（   ）を変更したので、届け出ます。 
 
１ 承認番号及び承認年月日 

 
２ 変更年月日 

 
３ 変更の内容 

 
備 考 
１ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
(2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 
２ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 

 



様式３７ 転居届（内国郵便約款第８７条第１項関係） 
 

転  居  届                    転居届受付番号 
 
届出年月日 転送開始希望日 
 
（西暦）     年     月     日 

２０ 
 

 
（西暦）     年     月     日 

２０ 
 

旧住所（居所） 

〒                                都・道         市・区 

                                 府・県          郡  
 
       区・町 

        村                      丁目      番地      号 

     号棟     号室（マンション名：                          ）

同居の場合：         様方 ℡         （       ） 

転居者氏名 

フリガナ   フリガナ  

氏名 
（姓） 
 

（名） 
 

旧姓 
 

フリガナ   フリガナ  

氏名 
（姓） 
 

（名） 
 

旧姓 
 

フリガナ   フリガナ  

氏名 
（姓） 
 

（名） 
 

旧姓 
 

フリガナ   フリガナ  

氏名 
（姓） 
 

（名） 
 

旧姓 
 

フリガナ   フリガナ  

氏名 
（姓） 
 

（名） 
 

旧姓 
 

フリガナ   フリガナ  

氏名 
（姓） 
 

（名） 
 

旧姓 
 

上記の転居者以外で引き続き旧住所にお住まいになる方の有無・人数 
                         いますの場合 

いません        います                     人数：      人 

事業所名 

 （旧事業所名） 

新住所（居所） 

〒                                都・道         市・区 

                                 府・県          郡  
 
       区・町 

        村                      丁目      番地      号 

     号棟     号室（マンション名：                          ）

同居の場合：    様方

 
  ℡ 
 
ハイフンを入れず市外局番から左詰で連絡がとれる番号を必ずご記入ください。（携帯番号可）

転居届提出者氏名                         印 

転居者との続柄 
 
本人     家族     同居者     従業員等      
 

備 考 
１ 「転居届提出者氏名」欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ この用紙の大きさは、内国郵便約款料金表に規定する定形郵便物の大きさと同じとします。 



様式３８ 新特急郵便物差出届（内国郵便約款第１０７条関係） 
 

新特急郵便物差出届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
新特急郵便物を差し出すので、届け出ます。 

 
 １ 希望する差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 

 
２ 差出予定回数 
 (1) 毎週（  回程度） 

 
 (2) 毎月（  回程度） 

 
３ １回の差出予定通数 

 
備 考 
 １ この届出書は、新特急郵便物を差し出そうとする事業所に提出していただきます。 
 ２ 希望する差出事業所欄には、新特急郵便物の差出しを希望される支店名又は郵便局名（１箇所に限ります。）

を記入していただきます。 
３ 差出予定回数欄は、(1)又は(2)のいずれかを○印で囲み、括弧内に差出予定回数を記入していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式３９ 新特急郵便物差出人（   ）変更届（内国郵便約款第１０７条関係） 
 

新特急郵便物差出人（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
新特急郵便物差出人の（   ）を変更したので、届け出ます。 

 
 １ 現在の差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 変更年月日 
 
３ 変更の内容 

 
備 考 
１ この届出書は、新特急郵便物を差し出されている事業所に提出していただきます。 
２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
(2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 

 ３ 現在の差出事業所欄には、新特急郵便物を差し出されている支店名又は郵便局名を記入していただきます。 
４ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式４０ 郵便送達報告書用紙（内国郵便約款第１３２条関係） 
 

郵 便 送 達 報 告 書 
（住所，居所等用） 

発 送 
年月日 平成    年    月    日 

事件 
番号 平成     年（    ）第     号 

書類の名称  
所在地 郵便番号 

 
差

出

人 名 称  

送 
達 
書 
類 受送達者 

本人氏名 
 

受領者の押印 
又 は 署 名 

 

送達の場所 郵便番号 
 

送達年月日時 平成□□年□□月□□日□□時 

１ 受送達者本人に渡した。 
受送達者本人に出会わなかったので，書類の受領について相当のわきまえがあると認められる次

の者に渡した。 
２ 
ア 使用人・従業者      イ 同居者 
       （氏名：                               ）

次の者が正当な理由なく受取りを拒んだので，その場に差し置いた。 
３ ア 受送達者本人     イ 使用人・従業者     ウ 同居者 
       （氏名：                               ）

営業所に出向いた書類の受領について相当のわきまえがあると認められる次の者に渡した。 

送 
 
達 
 
方 
 
法 
４ ア 使用人・従業者      イ 同居者 
       （氏名：                               ）

上記のとおり送達しました。 平成   年   月   日 
（所属）            配達担当者 
ア 郵便事業㈱    支 店 
イ 郵便局㈱     郵便局                                ○印

差出人記入欄 上記送達に係る郵便物が適正に送達されたこと及びその送達に関する事項が適正に記載

されていることを確認しました。 
平成  年  月  日

（所属）     郵便認証司 
ア 郵便事業㈱   支 店 
イ 郵便局㈱    郵便局                         ○印  

 

１ 受領者が押印又は署名をすることができないときは，「受領者の押印又は署名」欄にその旨を記入すること。 
  ２ 「送達の場所」欄は，市町村名から住居番号等まで詳細明確に記入すること。ただし，営業所の窓口において交付したときは，「窓口」との

み記入すること。 
  ３ 「送達年月日時」欄の年月日時のいずれかの数字が１桁のときは，枠内に右詰めで記入すること。また，時刻は24時間制で記入すること。
  ４ 「送達方法」欄は，次により記入すること。 
   (1) 「１」，「２」，「３」及び「４」の欄については，該当する数字ひとつを「○」で囲む。 
   (2) 「２」，「３」又は「４」を「○」で囲んだ場合は，さらに該当するものを「○」で囲み，その氏名を記入する。ただし，受送達者本人であ

るときは，その氏名を記入しない。 
  ５ 配達担当者及び郵便認証司の「所属」欄は該当するものを「○」で囲み，その名称を記入すること。 
備 考 
１ 「発送年月日」、「事件番号」及び「送達書類」欄は差出人において記入していただきます。 
２ この用紙の大きさは、縦１９．５センチメートル以上２３．５センチメートル以下、横９センチメートル

以上１２センチメートル以下とします。 
３ 必要に応じ上部にとじ込み分の余白を置いても差し支えありません。 

（
注 

意
） 



様式４１ 郵便送達報告書用紙（内国郵便約款第１３２条関係） 
 

郵 便 送 達 報 告 書 
（就業場所用） 

発 送 
年月日 平成    年    月    日 

事件 
番号 平成     年（    ）第     号 

書類の名称  
所在地 郵便番号 

 
差

出

人 名 称  

送 
達 
書 
類 受送達者 

本人氏名 
 

受領者の押印 
又 は 署 名 

 

送達の場所 郵便番号 
 

送達年月日時 平成□□年□□月□□日□□時 

１ 受送達者本人に渡した。 
受送達者本人に出会わなかったので，書類の受領について相当のわきまえがあると認められ，か

つ，受取りを拒まなかった次の者に渡した。 
２ 
ア 使用者等 イ 使用者等の使用人・従業者 ウ 使用者等の法定代理人       
       （氏名：                                ）

３ 受送達者本人が正当な理由なく受取りを拒んだので，その場に差し置いた。 

営業所に出向いた書類の受領について相当のわきまえがあると認められる次の者に渡した。 

送 
 
達 
 
方 
 
法 
４ ア 受送達者本人の使用人・従業者  イ 受送達者本人の同居者 
       （氏名：                                ）

上記のとおり送達しました。平成   年   月   日 
（所属）            配達担当者 
ア 郵便事業㈱    支 店 
イ 郵便局㈱     郵便局                                ○印

差出人記入欄 上記送達に係る郵便物が適正に送達されたこと及びその送達に関する事項が適正に記載

されていることを確認しました。 
平成  年  月  日 

（所属）     郵便認証司 
ア 郵便事業㈱   支 店 
イ 郵便局㈱    郵便局                         ○印  

 

１ 受領者が押印又は署名をすることができないときは，「受領者の押印又は署名」欄にその旨を記入すること。 
  ２ 「送達の場所」欄は，市町村名から住居番号等まで詳細明確に記入すること。ただし，営業所の窓口において交付したときは，「窓口」との

み記入すること。 
  ３ 「送達年月日時」欄の年月日時のいずれかの数字が１桁のときは，枠内に右詰めで記入すること。また，時刻は24時間制で記入すること。
  ４ 「送達方法」欄は，次により記入すること。 
   (1) 「１」，「２」，「３」及び「４」の欄については，該当する数字ひとつを「○」で囲む。 

(2) 「２」又は「４」を「○」で囲んだ場合は，さらに該当するものを「○」で囲み，その氏名を記入する。 
  ５ 配達担当者及び郵便認証司の「所属」欄は該当するものを「○」で囲み，その名称を記入すること。 
備 考 
１ 「発送年月日」、「事件番号」及び「送達書類」欄は差出人において記入していただきます。 
２ この用紙の大きさは、縦１９．５センチメートル以上２３．５センチメートル以下、横９センチメートル

以上１２センチメートル以下とします。 
３ 必要に応じ上部にとじ込み分の余白を置いても差し支えありません。 

（
注 

意
） 



様式４２ 配達地域指定年賀特別郵便物差出票（内国郵便約款第１４５条関係） 
 

配達地域指定年賀特別郵便物差出票 
 

差出人住所又は居所          

                               差 出 人 氏 名         ○印
 

 
配達事業所名 郵便区番号 配達地域 通  数 

         

  
備 考 
１ 差出人氏名欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ この用紙は、配達事務を取り扱う事業所ごとに正副２通を提出していただきます。 
３ 「通数」欄の単位を区別する縦線は、適宜増減しても差し支えありません。 
４ 郵便物の配達事務を取り扱う事業所において配達すべきものとして差し出されたものの数量とその事業所

において配達を完了したものの数量に過不足が生ずる場合があることを承諾していただきます。この場合に

おける残余の郵便物については、その事業所において差出人が指定した地域以外の地域がある場合には、そ

の地域の住宅等の全部又は一部に配達することがあり、なお残余が生じた場合には、その料額印面を消印し

た上、差出人に返還します。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 

     付 
日     印 



様式４３ 巡回郵便利用承認請求書（内国郵便約款第１５１条第３項関係） 
 

巡回郵便利用承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
巡回郵便の利用の承認を受けたいので、請求します。 

 
１ 差出開始予定年月日 

 
２ 差出日（毎週   曜日） 
 
３ １日の差出予定通数 
 
４ 巡回郵便利用者の氏名及び住所又は居所 

 
備 考 
１ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ 巡回郵便利用者の氏名及び住所又は居所については、別に記載の上添付していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式４４ 巡回郵便（   ）届（内国郵便約款第１５１条第３項関係） 
 

巡回郵便（   ）届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
巡回郵便（   ）をしたいので、届け出ます。 

 
１ 変更（又は差出廃止）予定年月日 
 
２ 変更の内容 

 
備 考 
１ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 巡回郵便承認利用者の氏名変更届 「承認利用者の氏名変更」の文字 
(2) 巡回郵便承認利用者の住所又は居所変更届 「承認利用者の住所（又は居所）変更」の文字 
(3) 巡回郵便利用者の氏名変更届 「利用者の氏名変更」の文字 
(4) 巡回郵便利用者の住所又は居所変更届 「利用者の住所（又は居所）変更」の文字 
(5) 巡回郵便利用者の変更届 「利用者の変更」の文字 
(6) 差出日の変更届 「差出日の変更」の文字 
(7) 差出廃止届 「差出の廃止」の文字 
２ 変更の内容欄には、上記１の(1)から(6)の内容に応じて、変更前のものと変更後のものとを記入していただ
きます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式４４の２ 特定期間引受配達地域指定郵便物差出票（内国郵便約款第１５２条の２関係） 
 

特定期間引受配達地域指定郵便物差出票 
 

差出人住所又は居所          

                               差 出 人 氏 名         ○印
 

 
配達事業所名 郵便区番号 配達地域 通  数 

         

  
備 考 
１ 差出人氏名欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ この用紙は、配達事務を取り扱う事業所ごとに正副２通を提出していただきます。 
３ 「通数」欄の単位を区別する縦線は、適宜増減しても差し支えありません。 
４ 郵便物の配達事務を取り扱う事業所において配達すべきものとして差し出されたものの数量とその事業所

において配達を完了したものの数量に過不足が生ずる場合があることを承諾していただきます。この場合に

おける残余の郵便物については、その事業所において差出人が指定した地域以外の地域がある場合には、そ

の地域の住宅等の全部又は一部に配達することがあり、なお残余が生じた場合には、差出人に返還します。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 

     付 
日     印 



様式４５ 第三種郵便物承認請求書（内国郵便約款第１６１条第１項関係）  
 

第三種郵便物承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ◯印 
 
 第三種郵便物の承認を受けたいので、請求します。 
 
１ 題 号 

 
２ 掲載事項の種類 

 
３ 発行人 

 
４ 発行の定日 

 
５ １回当たりの発行部数 

 
６ １回当たりの発行部数に占める発売部数 

 
７ 刊行物の体裁 

 
８ 発行人の住所又は居所 

 
９ 発行所の名称及び所在地 

 
10 定期刊行物提出店名 

 
11 ５及び６の欄の記載事項を証明する資料 

 
備 考 
 １ この請求書は、承認を受けようとする定期刊行物の発行所の所在地の郵便物の配達を受け持つ事業所（そ

の事業所に併設する郵便局等を含みます。）又はその事業所の郵便物配達受持区域内にある事業所であって

支社が指定したものに提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 定期刊行物提出店名欄には、発行の都度定期刊行物を提出する事業所名を記入していただきます。 
 ４ 11の欄の資料を添付していただきます。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
６ 請求の際は、内国郵便約款第１６１条第１項に規定する見本を併せて提出していただきます。 



様式４６ 第三種郵便物（   ）変更承認請求書（内国郵便約款第１６５条第２項関係） 
 

第三種郵便物（   ）変更承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 定期刊行物の（   ）変更することの承認を受けたいので、請求します。 
 
１ 定期刊行物 

  (1) 題   号 
 
  (2) 承認年月日 
 
  (3) 発行の定日 
 
２ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この請求書は、定期刊行物提出店に提出していただきます。 
２ 括弧内には、請求書の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 題号変更承認請求書 「題号」の文字 
  (2) 掲載事項変更承認請求書 「掲載事項」の文字 
  (3) 発行人変更承認請求書 「発行人」の文字 
３ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
４ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
  なお、発行人変更請求書にあっては、新旧発行人が連署（旧発行人が連署することができないときは、連

署に代えその事由を記載していただきます。）していただきます。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式４７ 第三種郵便物（   ）届（内国郵便約款第１６７条関係） 
 

第三種郵便物（   ）届 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 定期刊行物の（   ）ので、届け出ます。 
 
１ 定期刊行物 

  (1) 題   号 
 
  (2) 承認年月日 
 
  (3) 発行の定日 
 
２ 届出事項 
 (1) 年 月 日 

 
  (2) 定期刊行物の号 
 
  (3) 変更の内容 
 
備 考 
 １ この届出書は、定期刊行物提出店に提出していただきます。 
２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 発行定日変更届 届名中の括弧内には「発行定日変更」の文字 

届出文中の括弧内には「発行定日を変更した」の文字 
  (2) 体 裁 変 更 届  届名中の括弧内には「体裁変更」の文字 

届出文中の括弧内には「体裁を変更した」の文字 
  (3) 発行人氏名変更届 届名中の括弧内には「発行人氏名変更」の文字 

届出文中の括弧内には「発行人の氏名を変更した」の文字 
  (4) 発行人住所又は居 届名中の括弧内には「発行人住所（又は居所）変更」の文字 

所変更届     届出文中の括弧内には「発行人の住所（又は居所）を変更した」の文字 
  (5) 発行所名称変更届 届名中の括弧内には「発行所名称」の文字 

届出文中の括弧内には「発行所の名称を変更した」の文字 
  (6) 発行所所在地変更 届名中の括弧内には「発行所所在地変更」の文字 

届        届出文中の括弧内には「発行所の所在地を変更した」の文字 
  (7) 定期刊行物提出店 届名中の括弧内には「定期刊行物提出店変更」の文字 
     変更届      届出文中の括弧内には「定期刊行物提出店を変更した」の文字 
  (8) 廃 刊 届 届名中の括弧内には「廃刊」の文字 

届出文中の括弧内には「廃刊をした」の文字 
  (9) 休 刊 届 届名中の括弧内には「休刊」の文字 

届出文中の括弧内には「休刊をした」の文字 
  (10) 発 行 禁 止 届 届名中の括弧内には「発行禁止」の文字 

届出文中の括弧内には「発行を禁止された」の文字 
３ 定期刊行物の号欄には、廃刊の場合は最終発行号数を、その他の場合には該当号数を記入していただきま

す。 
４ 変更の内容欄には、変更の場合に限り、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 



５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式４８ 第三種郵便物定期調査の実施変更申出書（内国郵便約款第１６９条第３項関係） 
 

第三種郵便物定期調査の実施変更申出書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 住所又は居所 
                             申出人 
                                 氏    名 
 
 第三種郵便物の定期調査の実施の変更を、申し出ます。 
 
１ 題   号 

 
２ 承認年月日 

 
３ 発行の定日 

 
備 考 
 １ この申出書は、定期刊行物提出店に提出していただきます。 
２ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式４９ 定期刊行物の発行部数及び発売状況報告書（内国郵便約款第１６９条第６項関係） 
 

定期刊行物の発行部数及び発売状況報告書 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 住所又は居所 
                             発行人 
                                 氏        名 
 
 下記のとおり報告します。 
 

記 
 

  題      号   
発行地を管轄する

支社の名称                        支社 承 認

年月日
年  月  日

１ 発行状況 
(1) 最近の発行部数 

発行年月日 ①最新の発行のもの 
（   年   月   日） 

①  の  前  号 
（   年   月   日） 

① の 前  々号 
（   年   月   日） 

 

部  数 部 部                部
(2) 最新の発行のものの内訳 
有料配布 無料配布 その他 計 「その他」の内訳（再掲）  
     部      部    部     部       部        部  計     部
２ 発売状況 

(1) 書店、駅売店等店頭で発売しているもの 
発 売 先 数             発 売 部 数            

                                店                                 部
(2) 書店、駅売店等店頭で発売する方法によらないもの 

有 料 配 布 部 数              
有料配布先からの代金徴収方法 

有料配布先数 部     数 
 銀行振込みによるもの   
 振替によるもの   
 現金書留郵便物等によるもの   
 集金又は持参によるもの   
  その他の方法によるもの 
 (                            ） 

  

  その他の方法によるもの 
 (                            ） 

  

  その他の方法によるもの 
 (                            ） 

  

 

計  
(3) 合計（(1)＋(2)） 

                                                          部  
(4) 購読料を会費、組合費その他の金員と併せて徴収しているもの 
ア 発売部数 

                                                        部  
イ 購読料を会費、組合費その他の金員と併せて徴収することが明記されているもの 

                                                                          に明記している。
  
備 考 



 １ この報告書は、発行部数及び発売部数を証明する資料を添えて定期刊行物提出店に提出していただきます。 
 ２ １(2)「その他の内訳」欄には、保存用など具体的にその内容及び部数を記入していただきます。 
 ３ ２(2)欄には、代金徴収方法ごとの有料配布部数を記入していただきます。販売委託契約により販売委託者
が代金を徴収している場合には、販売委託契約書とともに購読者から販売委託者への銀行振込通知書など購

読者が有償で購読していることが分かる資料を添付していただきます。また、団体・個人が一括購入した後、

購読者へ配布している場合も、購読者が有償で購読していることが分かる資料を添付していただきます。 
４ ２(2)「現金書留郵便物等によるもの」欄には、為替証書の郵送によるものも併せて記入していただきます。 
５ ２(2)「その他の方法によるもの」欄については、括弧内に具体的に料金の徴収方法を記入していただきま
す｡ 
６ ２(4)欄は、購読料を会費、組合費その他の金員と併せて徴収している者のみに記入していただきます。 
７ ２(4)ア欄に記入する部数は、２(3)欄に記入した部数の再掲とします。 
８ ２(4)イ欄には、会則、規約、領収書又は定期刊行物等購読料を会費、組合費その他の金員と併せて徴収し
ていることについて購読者に示している資料名を具体的に記入していただきます。 
９ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式５０ 通信教育用郵便物利用（   ）届（内国郵便約款第１７２条関係） 
 

通信教育用郵便物利用（   ）届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 通信教育用郵便物の利用（   ）をしたいので、（監督庁の認可又は認定証明書を添えて、）届け出ます。

 
 １ 希望する差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 学校又は法人の名称及び所在地 

 
３ 通信教育を行う根拠となる法令の規定 

 
４ 認可又は認定監督庁名 

 
５ （   ）予定年月日 

 
６ 変更の内容 

 
備 考 
１ この届出書は、通信教育用郵便物を差し出そうとする事業所（通信教育用郵便物を発受しようとする学校

又は法人の所在地の郵便物の配達を受け持つ事業所（その事業所に併設する郵便局等を含みます。）又はそ

の事業所の郵便物配達受持区域内にある事業所であって支社が指定したものに限ります。）に提出していた

だきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 開始届 「開始」の文字 
  (2) 施設の名称変更届 「施設の名称変更」の文字 
  (3) 施設の所在地変更届 「施設の所在地変更」の文字 
  (4) 廃止届 「廃止」の文字 
 ３ 届出文中の括弧内の字句は、開始届又は変更届に限り、記入していただきます。 
４ 希望する差出事業所欄には、通信教育用郵便物の差出しを希望される支店名又は郵便局名（１箇所に限り

ます。）を記入していただきます。 
 ５ 変更の内容欄には、施設の名称変更届及び施設の所在地変更届に限り、変更前の名称又は所在地と変更後

の名称又は所在地とを記入していただきます。 
６ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
７ 開始届及び変更届にあっては、監督庁の認可又は認定証明書を併せて提出していただきます。 



様式５１ 特定録音物等郵便物発受施設指定請求書（内国郵便約款第１７３条関係） 
 

特定録音物等郵便物発受施設指定請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 盲人用の（   ）を内容とする郵便物を発受する施設として指定を受けたいので、請求します。 
 
１ 施設の名称及び所在地 

 
２ 施設の行う事業の概要 

 
３ 発受しようとする郵便物の年間差出見込通数 

 
区  別 録音物 点字用紙 備 考 

一般盲人にあてるもの 
   

既に指定を受けている施設にあてるもの 
   

発 

その他 
   

一般盲人からのもの 
   

既に指定を受けている施設からのもの 
   

受 

その他 
   

  
備 考 
 １ この請求書は、特定録音物等郵便物を発受しようとする施設の所在地の郵便物の配達を受け持つ事業所（そ

の事業所に併設する郵便局等を含みます。）又はその事業所の郵便物配達受持区域内にある事業所であって

支社が指定したものに提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 括弧内には、発受しようとする郵便物の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 録音物 「録音物」の文字 
(2) 点字用紙 「点字用紙」の文字 
(3) 録音物及び点字用紙 「録音物及び点字用紙」の文字 

 ４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
 ５ 請求の際は、定款、寄附行為その他盲人の福祉を増進することを目的とする施設であることを証明するこ

とができる書類を併せて提出していただきます。 



様式５２ 特定録音物等郵便物（   ）届（内国郵便約款第１７５条関係） 
 

特定録音物等郵便物（   ）届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 盲人用の録音物又は点字用紙を内容とする郵便物につき（   ）をしたいので、届け出ます。 
 
１ 施設の名称及び所在地 

 
２ 変更（又は利用廃止）予定年月日 

 
３ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この届出書は、特定録音物等郵便物を差し出されている事業所に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 施設の名称変更届 「施設の名称変更」の文字 
  (2) 施設の所在地変更届 「施設の所在地変更」の文字 
  (3) 利用廃止届 「利用廃止」の文字 
 ３ 変更の内容欄には、施設の名称変更届及び施設の所在地変更届に限り、変更前の名称又は所在地と変更後

の名称又は所在地とを記入していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式５３ 学術刊行物指定請求書（内国郵便約款第１７６条関係） 
 

学術刊行物指定請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 名    称 
                            請求団体 所  在  地 
                                 代表者の氏名        ○印 
 
 学術刊行物の指定を受けたいので、請求します。 
 
１ 刊行物の題号 

 
２ 発行人の住所又は居所及び氏名 

 
３ 掲載事項の種類 

 
４ 発行予定月日 

 
５ １回当たりの発行部数 

 
６ 発行の都度郵送する部数 

 
７ 団体の目的 

 
８ 添付書類名 

 
備 考 
 １ この請求書は、事業所に提出していただきます。 
 ２ 請求団体欄には、代表者が署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 発行予定月日は、単に月又は季をもって記入しても差し支えありません。 
 ４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
 ５ 請求の際は、見本として最近発行に係るその刊行物２部及び定款、寄附行為その他その団体が学術に関す

る団体であることを証明することができる資料を併せて提出していただきます。 



様式５４ 学術刊行物の指定に係る（   ）変更承認請求書（内国郵便約款第１７８条第２項関係） 
 

学術刊行物の指定に係る（   ）変更承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 名    称 
                            請求団体 所  在  地 
                                 代表者の氏名        ○印 
 
 学術刊行物の指定に係る（   ）の変更を、請求します。 
 
１ 学術刊行物 

(1) 題号 
 
  (2) 指定年月日 
 
２ 変更の内容 

 
３ 添付書類名 

 
備 考 
 １ この請求書は、事業所に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、請求書の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 題号変更承認請求書 「題号」の文字 
  (2) 団体の名称変更承認請求書 「団体の名称」の文字 
 ３ 請求団体欄には、代表者が署名し、又は記名押印していただきます。 
 ４ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
 ５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式５５ 学術刊行物郵便物（   ）届（内国郵便約款第１７９条関係） 
 

学術刊行物郵便物（   ）届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
  郵便審査事務センター長 殿 
                                 名    称 
                            届出団体 所  在  地 
                                 代表者の氏名 
 
 学術刊行物郵便物につき（   ）をしたので、届け出ます。 
 
１ 学術刊行物 

(1) 題号 
 
  (2) 指定年月日 
 
２ 変更（又は差出廃止）年月日 

 
３ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この届出書は、事業所に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 発行人の変更届 「発行人の変更」の文字 
  (2) 発行人の氏名変更届 「発行人の氏名変更」の文字 
  (3) 団体の所在地変更届 「団体の所在地変更」の文字 
  (4) 差出廃止届 「差出廃止」の文字 
 ３ 変更の内容欄には、発行人の変更、発行人の氏名変更又は団体の所在地変更の場合に限り、変更前のもの

と変更後のものとを記入していただきます。 
 ４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式５６ 学術刊行物郵便物差出届（内国郵便約款第１８１条第１項関係） 
 

学術刊行物郵便物差出届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 学術刊行物郵便物を差し出すので、（売りさばき人であることを証明する書類を添えて、）届け出ます。 
 
 １ 希望する差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 題   号 

 
３ 発行団体の名称 

 
４ 差出予定日 

 
５ 差出部数 

 
６ 料金支払の方法 

 
備 考 
 １ この届出書は、学術刊行物郵便物を差し出そうとする事業所（郵便物の配達事務を取り扱う事業所（その

事業所に併設する郵便局等を含みます。）又は支社が指定した事業所に限ります。）に提出していただきます。 
 ２ 括弧内の字句は、届出人が売りさばき人であるときに限り、記入していただきます。 
３ 希望する差出事業所欄には、学術刊行物郵便物の差出しを希望される支店名又は郵便局名（１箇所に限り

ます。）を記入していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ 届出人が売りさばき人であるときは、売りさばき人であることを証明することができる書類を添付してい

ただきます。 



様式５７ 学術刊行物郵便物（   ）届（内国郵便約款第１８１条第２項関係） 
 

学術刊行物郵便物（   ）届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 資格及び氏名 
 
 学術刊行物郵便物につき（   ）をしたので、届け出ます。 
 
 １ 現在の差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 題   号 

 
３ 変更（又は利用廃止）年月日 

 
４ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この届出書は、学術刊行物郵便物を差し出されている事業所に提出していただきます。 
２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 差出人の変更届 「差出人の変更」の文字 
  (2) 差出人の氏名変更届 「差出人の氏名変更」の文字 
  (3) 差出人の住所又は居所変更届 「差出人の住所（又は居所）変更」の文字 
  (4) 利用廃止届 「利用廃止」の文字 
３ 届出人の資格には「発行人」、「売りさばき人」の区別を記入していただきます。 
４ 現在の差出事業所欄には、学術刊行物郵便物を差し出されている支店名又は郵便局名を記入していただき

ます。 
５ 変更の内容欄には、差出人の変更、差出人の氏名変更又は差出人の住所若しくは居所変更の場合に限り、

変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
６ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
 



様式５８ 私設郵便差出箱設置承認請求書（内国郵便約款第１８３条第１項関係） 
 

私設郵便差出箱設置承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
私設郵便差出箱の設置の承認を受けたいので、設置場所を表示した図面を添えて、請求します。 

 
１ 設置理由 
 
２ 設置場所 
 
３ 設置期間 
 
４ 郵便物等の１日平均差入見込通（個）数 
 
５ 共同設置者の氏名及び住所又は居所 

 
備 考 
１ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ 設置期間欄には、期間を限って設置する場合に限り、記入していただきます。 
３ 共同設置者の氏名及び住所又は居所欄には、２人以上が共同して郵便差出箱の設置の承認を受けようとす

る場合に限り、記入していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
５ 請求の際は、設置場所を表示した図面を併せて提出していただきます。 



様式５９ 私設郵便差出箱（   ）変更承認請求書（内国郵便約款第１８５条第１項関係） 
 

私設郵便差出箱（   ）変更承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
私設郵便差出箱の（   ）を変更したいので、（設置場所を表示した図面を添えて、）請求します。 

 
１ 変更予定年月日 

 
２ 変更の内容 

 
備 考 
１ 括弧内には、請求書の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 設置場所変更承認請求書 「設置場所」の文字 
(2) 設置期間変更承認請求書 「設置期間」の文字 
(3) 設置者変更承認請求書 「設置者」の文字 
２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
３ 文中の括弧内の字句は、設置場所変更承認請求書に限り、記入していただきます。 
４ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
  なお、設置者変更承認請求書にあっては、新旧設置者が連署（旧設置者が連署することができないときは、

連署に代えその事由を記載していただきます。）していただきます。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
６ 設置場所変更承認請求書にあっては、設置場所を表示した図面を併せて提出していただきます。 



様式６０ 私設郵便差出箱設置者（   ）変更届（内国郵便約款第１８６条関係） 
 

私設郵便差出箱設置者（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
私設郵便差出箱設置者の（   ）を変更したので、届け出ます。 

 
１ 変更年月日 

 
２ 変更の内容 

 
備 考 
１ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
(2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 
２ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式６１ 私設郵便差出箱廃止届（内国郵便約款第１８７条関係） 
 

私設郵便差出箱廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
私設郵便差出箱を廃止したいので、届け出ます。 

 
１ 設置場所 
 
２ 廃止予定年月日 

 
備 考 
この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式６２ 郵便私書箱使用承認請求書（内国郵便約款別記８の第２の１関係） 
 

郵便私書箱使用承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
 郵便局株式会社 
      郵便局長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
郵便私書箱の使用の承認を受けたいので、請求します。 

 
１ 使用開始予定年月日 
 
２ 使用期間 

 
備 考 
 １ この請求書は、使用の承認を受けようとする私書箱設置店に提出していただきます。 
２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
３ 使用期間欄には、期間を限って使用する場合に限り、記入していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式６３ 郵便私書箱使用者（   ）変更届（内国郵便約款別記８の第２の３関係） 
 

郵便私書箱使用者（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
 郵便局株式会社 
      郵便局長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
郵便私書箱使用者の（   ）を変更したので、届け出ます。 

 
１ 私書箱番号 
 
２ 変更年月日 
 
３ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この届出書は、私書箱設置店に提出していただきます。 
２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
(2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 
３ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式６４ 郵便私書箱使用廃止届（内国郵便約款別記８の第３の１関係） 
 

郵便私書箱使用廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
 郵便局株式会社 
      郵便局長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
郵便私書箱の使用を廃止したいので、届け出ます。 

 
１ 私書箱番号 
 
２ 使用廃止予定年月日 

 
備 考 
 １ この届出書は、私書箱設置店に提出していただきます。 
２ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式６５ 配達地域指定郵便物差出票（内国郵便約款料金表第１表の第１の２の(1)のイの(ｵ)関係） 
 

配達地域指定郵便物差出票 
 
                     差出人住所又は居所                   

                     差 出 人 氏 名                 ○印 

お 客 様 番 号 □□□□□□□□□□-□□□□□□ 
□□□□□□□□□□-□□□□□□ 

 

配 達 地 域 １通の 
重 量 通  数 １通の 

料 金 合計料金 料  金  の
支払方法

      

  
備 考 
１ 差出人氏名欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ お客様番号欄には、料金を後納とする場合であって、ゆうびんビズカードを提示できないときに限り、同

カードの表面に記載されている３２けたの番号を記入していただきます。 
３ 「通数」、「１通の料金」及び「合計料金」欄の単位を区別する縦線は、適宜増減しても差し支えありませ

ん。 
４ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 

 

日 印 
付 



様式６６ 郵便区内特別郵便物差出届（内国郵便約款料金表第１表の第１の２の(2)のオの(ｴ)関係） 
 

郵便区内特別郵便物差出届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
特別料金(5)が適用される郵便区内特別郵便物を差し出すので、届け出ます。 

 
 １ 差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 差出予定年月日 

 
３ 差出予定通数 

 
備 考 
 １ この届出書は、この郵便区内特別郵便物を差し出そうとする事業所に提出していただきます。 
２ 届出人において、適宜、記入欄を増設し、又は事項を記入しても差し支えありません。 
３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式６７ 広告郵便物承認請求書（内国郵便約款料金表第３表の１の(1)のア関係） 
 

広告郵便物承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 広告郵便物の承認を受けたいので、見本を添えて、請求します。 
 
１ 差出事業所名 

 
２ 差出開始予定年月日 

 
３ １回の差出予定通数 

 
４ １か月の差出予定回数 

 
備 考 
 １ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
２ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
３ 請求の際は、見本を併せて提出していただきます。 



様式６８ 総合計額を割引する郵便物の取扱いに係る承認請求書（内国郵便約款料金表第３表の１の(2)のイの(ｳ)
関係） 

 
総合計額を割引する郵便物の取扱いに係る承認請求書 

 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 総合計額を割引する郵便物の取扱いに係る承認を受けたいので、請求します。 
 
１ 希望する差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 

 
２ 合わせて差し出す郵便物の最大予定通数 

 
３ 差出予定時刻 

 
４ 差出郵便物の形態 

 
５ 使用車種 

 
６ 郵便物の把束方法 

 
７ 連絡先 
 (1) 連絡部署 

 
 (2) 電話番号 

 
備 考 
 １ この請求書は、総合計額を割引する郵便物を差し出そうとする事業所に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 希望する差出事業所欄には、総合計額を割引する郵便物を差し出そうとする支店名又は郵便局名（１箇所

に限ります。）を記入していただきます。 
 ４ 差出郵便物の形態欄には、郵便物を納入する容器の種類を記入していただきます。 
 ５ 使用車種欄には、郵便物の運送に使用する自動車の積載可能重量を記入していただきます。 
 ６ 郵便物の把束方法欄には、差出人又は重量ごとに郵便物を並べる方法及び把束の作成方法を具体的に記入

していただきます。 
７ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式６９ 総合計額を割引する郵便物の取扱いに係る（   ）変更届（内国郵便約款料金表第３表の１の(2)
のイの(ｳ)関係） 

 
総合計額を割引する郵便物の取扱いに係る（   ）変更届 

 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 総合計額を割引する郵便物の取扱いにつき（   ）を変更したので、届け出ます。 
 
 １ 現在の差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 変更年月日 

 
３ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この届出書は、総合計額を割引する郵便物を差し出されている事業所に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 

(1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
(2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 

 ３ 現在の差出事業所欄には、総合計額を割引する郵便物を差し出されている支店名又は郵便局名を記入して

いただきます。 
 ４ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
 ５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式７０ 低料第三種郵便物差出承認請求書（内国郵便約款料金表第４表の第１の２の(3)関係） 
 

低料第三種郵便物差出承認請求書 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             請求者 
                                 氏    名        ○印 
 
 低料第三種郵便物として差し出すことの承認を受けたいので、（売りさばき人であることを証明する書類を

添えて、）請求します。 
 
 １ 希望する差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 発行状況 

 

題  号 発行の 
定 日 承認年月日 １回当たりの 

郵 送 部 数 料金支払の方法 

     

  
備 考 
 １ この請求書は、低料第三種郵便物を差し出そうとする事業所に提出していただきます。 
 ２ 請求者欄には、署名し、又は記名押印していただきます。 
 ３ 括弧内の字句は、請求者が売りさばき人であるときに限り、記入していただきます。 
 ４ 希望する差出事業所欄には、低料第三種郵便物を差し出そうとする支店名又は郵便局名（１箇所に限りま

す。）を記入していただきます。 
５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 
６ 請求の際は、見本として、最近発行に係るその定期刊行物１部を添えていただきます。 
７ 請求者が売りさばき人であるときは、売りさばき人であることを証明することができる書類を添付してい

ただきます。 
 



様式７１ 低料第三種郵便物差出人（   ）変更届（内国郵便約款料金表第４表の第１の３関係） 
 

低料第三種郵便物差出人（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 低料第三種郵便物の差出人の（   ）を変更したので、届け出ます。 
 
 １ 現在の差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 変更年月日 

 
３ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この届出書は、低料第三種郵便物を差し出されている事業所に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 氏名変更届 「氏名」の文字 
  (2) 住所又は居所変更届 「住所（又は居所）」の文字 
 ３ 現在の差出事業所欄には、低料第三種郵便物を差し出されている支店名又は郵便局名を記入していただき

ます。 
 ４ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
 ５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式７２ 低料第三種郵便物（   ）変更届（内国郵便約款料金表第４表の第１の３関係） 
 

低料第三種郵便物（   ）変更届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 定期刊行物の（   ）を変更したので、届け出ます。 
 
 １ 現在の差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 変更年月日 

 
３ 変更の内容 

 
備 考 
 １ この届出書は、低料第三種郵便物を差し出されている事業所に提出していただきます。 
 ２ 括弧内には、届の区別に従い、次の文字を記入していただきます。 
  (1) 題号変更届 「題号」の文字 
  (2) 発行定日変更届 「発行定日」の文字 
 ３ 現在の差出事業所欄には、低料第三種郵便物を差し出されている支店名又は郵便局名を記入していただき

ます。 
 ４ 変更の内容欄には、変更前のものと変更後のものとを記入していただきます。 
 ５ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式７３ 低料第三種郵便物差出廃止届（内国郵便約款料金表第４表の第１の３関係） 
 

低料第三種郵便物差出廃止届 
 
                                     平成  年  月  日 
 郵便事業株式会社 
       支店長 殿 
                                 住所又は居所 
                             届出人 
                                 氏    名 
 
 低料第三種郵便物を差し出す必要がなくなったので、届け出ます。 
 
 １ 現在の差出事業所（郵便事業株式会社の支店又は郵便局株式会社の郵便局） 
 
２ 定期刊行物の題号 

 
備 考 
 １ この届出書は、低料第三種郵便物を差し出されている事業所に提出していただきます。 
 ２ 現在の差出事業所欄には、低料第三種郵便物を差し出されている支店名又は郵便局名を記入していただき

ます。 
 ３ この用紙は、日本工業規格Ａ４とします。 



様式７４ 寄附金を内容とする郵便物の料金免除承認請求書（郵便法第１９条第２項関係） 
 

                                     平成  年  月  日 

 
 郵便事業株式会社 

社長 殿 
 
                                  請求団体名 
                                  代表者氏名        ○印 
 

寄附金を内容とする郵便物の料金免除承認請求書 
 
 郵便法（昭和２２年法律第１６５号）第１９条第２項による郵便物の料金の免除を受けたいので、請求しま

す。 
 
 
１ 寄附金の募集を必要とする理由 

 
２ 寄附金の使途又は送付先 

 
３ 料金を免除する郵便物を取り扱う期間 

 
４ 料金を免除する郵便物を引き受ける事業所の範囲 

 
５ 料金を免除する郵便物の受取人の名称及び所在地 

 
 


